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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

        ２．第104期中、第104期及び第106期中の潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。第105期中及び第105期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額については、１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．純資産額の算定にあたり、第105期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

回次 第104期中 第105期中 第106期中 第104期 第105期 

会計期間 

自 平成16年 
12月１日 

至 平成17年 
５月31日 

自 平成17年 
12月１日 

至 平成18年 
５月31日 

自 平成18年 
12月１日 

至 平成19年 
５月31日 

自 平成16年 
12月１日 

至 平成17年 
11月30日 

自 平成17年 
12月１日 

至 平成18年 
11月30日 

売上高 （百万円） 28,939 35,687 36,005 62,834 70,016 

経常利益 （百万円） 1,093 776 1,231 2,323 1,729 

中間（当期）純利益又

は中間（当期）純損失

（△） 

（百万円） 1,398 △485 363 940 △594 

純資産額 （百万円） 26,702 35,114 35,003 27,174 34,596 

総資産額 （百万円） 67,121 78,711 77,725 72,320 78,069 

１株当たり純資産額 （円） 1,045.08 1,098.60 1,094.72 1,062.25 1,081.91 

１株当たり中間（当期）

純利益金額又は中間（当

期）純損失金額（△） 

（円） 54.74 △17.54 11.37 35.36 △19.95 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 39.8 44.6 45.0 37.6 44.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △745 464 1,333 835 112 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △2,337 △2,028 △1,636 △5,059 △4,202 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 3,136 4,228 360 2,750 2,081 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（百万円） 12,453 13,158 8,985 10,460 8,804 

従業員数 

（外、平均臨時雇用人

員） 

（人） 
2,447 

(1,111) 

2,711 

(1,217) 

2,590 

(1,467) 

2,707 

(1,162) 

2,557 

(1,355) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

        ２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間（当期）純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．純資産額の算定にあたり、第105期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。  

回次 第104期中 第105期中 第106期中 第104期 第105期 

会計期間 

自 平成16年 
12月１日 

至 平成17年 
５月31日 

自 平成17年 
12月１日 

至 平成18年 
５月31日 

自 平成18年 
12月１日 

至 平成19年 
５月31日 

自 平成16年 
12月１日 

至 平成17年 
11月30日 

自 平成17年 
12月１日 

至 平成18年 
11月30日 

売上高 （百万円） 24,609 29,689 27,987 51,920 57,049 

経常利益 （百万円） 959 717 975 2,616 1,823 

中間（当期）純損失(△) （百万円） △671 △199 △397 △4,623 △127 

資本金 （百万円） 8,035 12,016 12,016 8,035 12,016 

発行済株式総数 （千株） 25,595 31,995 31,995 25,595 31,995 

純資産額 （百万円） 26,782 31,713 30,267 24,015 31,217 

総資産額 （百万円） 59,824 65,664 63,264 60,525 64,816 

１株当たり純資産額 （円） 1,048.24 992.71 947.48 939.25 977.20 

１株当たり中間（当期）

純損失金額（△） 
（円） △26.27 △7.22 △12.45 △181.75 △4.29 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 （円） 4.0 4.0 4.0 8.0 8.0 

自己資本比率 （％） 44.8 48.3 47.8 39.7 48.1 

従業員数 

（外、平均臨時雇用人

員） 

（人） 
208 

(64) 

220 

(58) 

240 

(86) 

209 

(60) 

229 

(57) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。  

  

  

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であります。 

２．臨時雇用人員は、当中間連結会計期間の平均雇用者数であります。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数及び臨時雇用人員は、特定のセグメントに区分できない本社開

発部門及び管理部門の所属人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 平成19年５月31日現在の従業員数は240人であり、臨時雇用人員は86人であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特筆すべき事項はありません。 

  平成19年５月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 臨時雇用人員（人） 計（人） 

自動車部門 2,286 1,199 3,485 

産業機械部門 87 101 188 

住宅機器部門他 70 124 194 

全社（共通） 147 43 190 

合計 2,590 1,467 4,057 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善に伴う民間設備投資の増加や雇用情勢の改善等に

より景気は安定持続傾向にあります。一方、個人消費の伸びの鈍化や原油価格の高値安定かつ原材料価格の高騰や

米国景気減速懸念が強まりつつあります。 

 当社グループ主力事業である自動車事業を取り巻く環境を見ますと、日本国内での登録車市場が低迷する一方

で、輸出車が大幅に伸張しております。欧米先進国はさることながら、アセアン、BRICsへの市場開拓が急激に進

展しており、なかでもインド、ロシアにおいては日本車メーカーの進出ラッシュになっております。他方ディーゼ

ル4社も排ガス規制の駆け込み需要の反動により、販売ボリュームは減少しております。 

 このような状況のなかにあって、当社グループの自動車事業は、アジア・アセアンでの旺盛な自動車需要に対

し、勝ち残りを賭けた受注競争を展開し、効率とスケールメリットを求め活動を進めております。 

 産業機械部門では、国内の農機市場が落ち込む状況下にあって、建機市場とりわけ輸出の需要に支えられて好調

を維持することが出来ました。 

 住宅機器部門では、住宅需要の一巡から安定基調に入っております。 

 当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比0.1％増の360億５百万円となりました。 

 営業利益は、亜鉛をはじめとする原材料価格の高騰影響を価格転嫁に努めたものの、更なる価格アップが進展す

る状況でありました。そのため資材費低減や生産性向上によりこれらを吸収し、前年同期比15.6％減の８億４千９

百万円となりました。 

 経常利益は、為替差益４億４千７百万円等により、前年同期比58.5％増の12億３千１百万円となりました。 

 また、特別利益として、投資有価証券売却益６億８千６百万円等、７億５千６百万円を計上する一方、特別損失

として、たな卸資産評価損７億６千８百万円及び製品補償引当金繰入額２億６千４百万円等、11億２千５百万円を

計上し、また法人税、住民税及び事業税３億３千２百万円及び法人税等調整額１億６千８百万円を計上した結果、

中間純利益は３億６千３百万円（前年同期は△４億８千５百万円）となりました。 

［事業の種類別セグメントの業績］ 

（自動車部門） 

 自動車部門の売上高は、253億９千６百万円（前年同期比0.3％減）となりました。前年下期におけるアンセイ

との業務提携解消による落ち込み等を考慮に入れますと、実質増収であります。営業利益は、海外の増収効果が

あったものの、前年下期以降その影響が顕著となった原材料価格の高騰等により、４千５百万円の赤字となりま

した（前年同期は２億５千３百万円）。 

（産業機械部門） 

 産業機械部門の売上高は、クボタ、ヤンマー、井関等農業機械、建設機械メーカー向けや工作機械向けの部品

需要が内外ともに好調を持続していたこと等により90億９千７百万円（前年同期比2.5％増）となりましたが、

営業利益は、７億７千万円（同11.3％減）となりました。 

（住宅機器部門他） 

 住宅機器部門の売上高は、トステム向けなどOEM商品やホテル・マンション向けなどの現場関係錠前が好調

で、15億１千１百万円（前年同期比11.8％増）となり、営業利益は、原価改善、経費削減効果等により９千３百

万円（同9.4％増）の増収増益となりました。  

 ［所在地別セグメントの業績］ 

 当中間連結会計期間の日本国内売上高は284億５百万円（内部売上高を除く、前年同期比4.6%減）、海外売上高

は76億円（同28.5%増）となりました。これは、米国及びハンガリーでの増産に加え、中国、タイでの現地顧客へ

の納入が増加したこと等によるものであります。営業利益は、日本国内で９億１千８百万円（同32.9%減）と減益

となりましたが、海外では１百万円（前年同期は△３億６千５百万円）と黒字に転じました。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、以下のとおりであります。 

 営業活動によるキャッシュ・フローは13億３千３百万円の収入(前年同期は４億６千４百万円の収入)となりまし

た。これは主に税金等調整前中間純利益８億６千２百万円、減価償却費18億８千万円の計上及び法人税等の支払10

億８千４百万円等によるものです。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは16億３千６百万円の支出(前年同期は20億２千８百万円の支出)となりまし

た。これは主に有形固定資産の取得による支出31億３千３百万円（前年同期は28億３百万円）、投資有価証券の売

却による収入10億９千４百万円（前年同期は７億３千３百万円）等によるものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは３億６千万円の収入(前年同期は42億２千８百万円の収入)となりました。

なお、前中間連結会計期間において株式の発行による収入（79億６千１百万円）がありました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末より１億８千万円

増加の89億８千５百万円となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部門 25,559 131.6 

産業機械部門 1,097 78.1 

住宅機器部門他 1,491 110.3 

合計 28,147 126.9 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部門 24,288 89.7 5,838 81.6 

産業機械部門 9,295 101.9 2,439 109.5 

住宅機器部門他 1,539 112.6 403 167.9 

合計 35,122 93.5 8,680 90.2 



(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、対処すべき課題に重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部門 25,396 99.7 

産業機械部門 9,097 102.5 

住宅機器部門他 1,511 111.8 

合計 36,005 100.1 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

マツダ株式会社 6,485 18.1 6,872 19.1 

スズキ株式会社 3,694 10.3 4,073 11.3 

三菱自動車工業株式会社  4,516 12.6 2,274 6.3 



５【研究開発活動】 

 今自動車は、「環境」「安全」「安心」「利便・快適・個性」という４つの分野において急激な進化を続けてお

り、それを支えるのがメカトロニクス技術です。ユーシングループは、自動車業界の中でも拡大の期待されるメカト

ロニクス分野に主軸を置き、機械技術と電子技術を融合させたシステム商品の先行開発に積極的に取り組んでおりま

す。また、自動車業界はグループ内でのブランドを超えた車台や部品の共通化、そして世界の複数国で生産されるグ

ローバルカー戦略などによる量の拡大とコストダウンが進んでおります。このような環境下でのグローバル競争激化

に備えて、国内外関係会社において、車両開発各国の要求に迅速に対応すると同時に、当社海外生産工場とも密接に

連携した商品開発が出来る体制をとっております。 

 これらの研究開発活動は、当社先行開発室及び開発本部を中核として取り組み、自動車部品の開発で生まれた技術

を基に、産業機器、住宅機器に応用した商品開発も同時に進めております。研究開発スタッフは、連結会社を含むグ

ループ会社全体で153名(従業員全体の3.8％)であります。当中間連結会計期間における研究開発費は11億３千４百万

円(売上高比3.2％)を支出しておりますが、いずれも互いに技術を共用しておりますので、セグメント別実績は区分

しておりません。 

 主な研究開発活動の成果等は、次のとおりであります。 

  

［自動車部門］ 

 当社の幅広い技術を生かして開発したシステムの代表としてスマートエントリーシステムがありますが、本システ

ムの構成部品の一つである電子制御式ステアリングロックは既に複数の顧客で多くの機種へ採用されています。ま

た、その次の世代となる電動式ステアリングロックも複数の顧客から引合いを受けており、現在量産に向けて育成中

であります。基幹商品の一つでありますヒーターコントロールは、当社の機構技術、ディスプレイ技術、電子制御技

術を融合させることにより、機械式、電子式のいずれにつきましても、顧客から高い評価を得ることが出来、現在順

調にシェアを拡大し続けております。 

 また、電子技術を強化し、メカトロニクス技術の向上とヒーターコントロールや電動式ステアリングロックの受注

拡大に対応しております。 

 基幹商品でありますキーセットは、当社の高いセキュリティ技術が認められ、海外の顧客から多くの引き合いを受

けております。また、ドアー閉め音、噛合い強度、盗難防止性を改良した新型ドアーラッチの開発を完了しており、

現在量産に向けて最終育成を行うと同時に、ドアーハンドルやキーセットを含めた総合的なドアー開閉システムを顧

客に提案しております。 

  

［産業機械部門］ 

 当部門は、農業機械及び産業機械用の各種スイッチ、センサー及びコントローラを開発し、産業機器の電子・電装

化に貢献できる幅広い商品を供給しております。主な開発商品は以下のとおりです。 

［住宅機器部門他］ 

 当部門は、住宅用錠前・セキュリティ機器の将来像を見据えた総合的な商品開発に取り組んでおります。 

 玄関のトータル・セキュリティ・システムとしては、自動車用コアー技術を応用したパッシブ・タッチキー・シス

テム、防犯用電子錠、電動式サムターン等がその利便性・防犯性の高さで市場の反響を呼び、ドアーをはじめ引き

戸、自動扉、門扉に採用されるなど電気錠システムが主流となっております。また、携帯性と低コストを追求した非

接触式カードシステム、リフォーム用リモコン錠など市場ニーズに即応したシステムを開発し提供しております。 

  

トラクタ用として ・マルチヘッドランプ/マルチリフレクタサイドランプ 

・マルチワークランプ 

・ヒーコン 

田植機用として ・HSTグリップ 

・モニター 

・リレーユニット  

フォークリフト用として ・メインコントローラ 

  

建設機械用として  ・コンビスイッチ、デテクターユニット（クーラント） 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な設備の異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等についての重要な変更

は、次のとおりであります。 

 拡充 

 ユーシン・ヨーロッパLTD. において、将来における新規受注増加に対応するための工場用地として809千ユー

（127百万円）にて敷地面積49,620平方メートルの土地を購入いたしました。 

 なお、上記以外に新たに確定した重要な設備計画はありません。  

(2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備投資計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおりであり

ます。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．完成後の増加能力については、設備投資の目的が製品仕様の変更、コストダウン、新製品の開発等多岐に亘

りその算定が困難であるため、記載を省略しております。 

会社名（所在地） 
事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 
投資額 

（百万円） 
完了年月 

（提出会社） 

技術センターほか 

（広島県安芸郡海田町）  

自動車部門 

産業機械部門 

住宅機器部門  

開発部門の各種試験機等 112 平成19年５月 

㈱ユーシン広島 

（広島県安芸郡海田町）   

自動車部門 

産業機械部門 

住宅機器部門   

土地、建物 

電子部品実装ライン 

次期車の金型、組立設備

及び加工機等 

2,308 平成19年５月 

㈱ユーシン東京 

（静岡県浜松市浜北区）  

自動車部門 

産業機械部門 

住宅機器部門   

次期車の金型、組立設備

及び加工機等 
269 平成19年５月 

㈱ユーシン・ショウワ 

（大阪府茨木市）  
住宅機器部門  

各種金型、組立設備及び

加工機等 
74 平成19年５月 

大和精工㈱ 

（広島県呉市）  
自動車部門   

各種金型、組立設備及び

加工機等 
348 平成19年５月 

ユーシン・ヨーロッパLTD.  

（ハンガリー共和国キスベル市）
自動車部門  

次期車の金型、組立設備

及び加工機等  
37 平成19年３月 

ユーシン・タイランド CO.,LTD. 

（タイ王国ラヨーン県）  
自動車部門  

各種金型、組立設備及び

加工機等 
114 平成19年５月 

有信制造（中山）有限公司 

（中華人民共和国広東省） 
自動車部門   

各種金型、組立設備及び

加工機等 
80 平成19年３月 

計 －   － 3,346  － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

種   類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 78,657,000 

計 78,657,000 

種 類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成19年５月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年８月31日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内 容 

普通株式 31,995,502 同左 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
― 

計 31,995,502 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成18年12月１日～  

平成19年５月31日  
― 31,995,502 ― 12,016 ― 12,122 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．当中間会計期間末現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社、日本トラスティ・サービス信託 

     銀行株式会社及び資産管理サービス信託銀行株式会社の信託業務の株式数については、当社として把握す 

     ることができないため記載しておりません。  

   ２．株式会社みずほコーポレート銀行及びその共同保有者であるみずほ証券株式会社、みずほ信託銀行株式会社

並びに第一勧業アセットマネジメント株式会社から、平成19年５月18日付の大量保有報告書の写しの送付が

あり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中

間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。 

  平成19年５月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

アールエイチジエー・インターナシ

ヨナル・エスエーエヌブイ 

（常任代理人） 

リーマン・ブラザーズ証券株式会社 

東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー31階  
6,400 20.00 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口) 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,056 6.42 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,179 3.68 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 

日本生命証券管理部内 
1,054 3.29 

富士火災海上保険株式会社 大阪府大阪市中央区南船場１丁目18－11 980 3.06 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 932 2.91 

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーZ棟  

897 2.80 

明治安田生命保険相互会社 

（常任代理人） 

資産管理サービス信託銀行株式会社  

東京都中央区晴海１丁目８番12号 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィスタ

ワーZ棟   

788 2.46 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 762 2.38 

ザバンクオブニューヨークユーエス

ペンションファンドグローバルビジ

ネス132561 

（常任代理人） 

株式会社みずほコーポレート銀行 

兜町証券決済業務室  

東京都中央区日本橋兜町６番７号 714 2.23 

計 ― 15,764 49.27 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（株） 
株券等保有割合 

（％） 

株式会社みずほコーポレ

ート銀行 
東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 株式   215,000 0.67 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号  株式   34,000 0.11 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 株式  188,600 0.59 

第一勧業アセットマネジ

メント株式会社 
東京都千代田区有楽町１丁目７番１号 株式 2,468,700 7.72 

計 － 株式 2,906,300 9.08 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式数には、証券保管振替機構名義の株式8,400株（議決権84個）が

含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  平成19年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ―  ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ―  ― 

議決権制限株式（その他） ― ―  ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式   50,100 
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  31,928,300 319,283 ― 

単元未満株式 普通株式      17,102 ― ― 

発行済株式総数 31,995,502 ―  ― 

総株主の議決権 ― 319,283  ― 

  平成19年５月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％） 

株式会社ユーシン 
東京都港区芝大門

一丁目１番30号 
50,170 － 50,170 0.16 

計  － 50,170 － 50,170 0.16 

月別 平成18年12月 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高（円） 759 840 804 838 794 743 

最低（円） 702 740 709 755 713 639 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

    なお、前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

    なお、前中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日

まで）の中間連結財務諸表並びに第105期事業年度の中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）

の中間財務諸表については中央青山監査法人の中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年12月１日から

平成19年５月31日まで）の中間連結財務諸表及び第106期事業年度の中間会計期間（平成18年12月１日から平成19年

５月31日まで）の中間財務諸表については新日本監査法人による中間監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日をもって、みすず監査法人に名称変更しております。 

 また、みすず監査法人は、平成19年７月31日をもって業務を終了しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※2    13,158 8,985   8,804 

２ 受取手形及び売掛
金 

    19,051 20,368   19,840 

３ 有価証券     8 8   7 

４ たな卸資産     12,116 11,760   13,215 

５ 繰延税金資産     532 863   1,001 

６ その他     1,177 1,593   1,500 

    貸倒引当金     △32 △18   △33 

     流動資産合計     46,012 58.5 43,560 56.0   44,337 56.8

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 
  
  

        

(1）建物及び構築物 
※1 
※2 

4,257   4,909 4,876   

(2）機械装置及び運
搬具 

※1 
※2 

7,750   9,366 8,955   

(3）工具・器具及び
備品 

※1 
※2 

2,673   3,169 2,952   

(4）土地 ※2 2,136   3,436 2,224   

(5）建設仮勘定   2,258 19,076 1,644 22,526 1,679 20,688 

２．無形固定資産           

(1）ソフトウエア   121   118 130   

(2）その他   144 266 191 309 165 295 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券   11,065   8,262 9,337   

(2）長期前払費用   115   879 1,004   

(3）繰延税金資産   442   457 604   

(4）その他   1,820   1,855 1,904   

    貸倒引当金   △300 13,144 △298 11,156 △299 12,552 

     固定資産合計     32,487 41.3 33,993 43.8   33,535 43.0

Ⅲ 繰延資産           

１ 新株発行費     200 －   － 

２ 株式交付費      － 147   187 

３ 社債発行費     11 23   7 

  繰延資産合計     212 0.2 171 0.2   195 0.2

資産合計     78,711 100.0 77,725 100.0   78,069 100.0 

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

    7,706 7,922   7,552 

２ 短期借入金     7,700 8,749   7,549 

３ １年内償還予定の
社債 

※2    1,540 3,340   3,540 

４ １年内返済予定の
長期借入金 

    2,419 2,098   1,847 

５ 未払金     7,476 7,517   7,483 

６ 未払費用     853 1,047   994 

７ 未払法人税等     348 318   1,224 

８ 製品補償引当金     700 358   1,145 

９ 役員賞与引当金     － －   34 

10 繰延税金負債     － 17   11 

11 その他     463 430   194 

  流動負債合計     29,208 37.1 31,801 40.9   31,577 40.5

Ⅱ 固定負債           

１ 社債 ※2    4,720 2,380   2,050 

２ 長期借入金     7,029 6,344   7,232 

３ 退職給付引当金     942 961   981 

４ 役員退職慰労引当
金  

    － 406   394 

５ 繰延税金負債     1,696 824   1,237 

６ その他      － 3   － 

  固定負債合計     14,389 18.3 10,920 14.1   11,895 15.2

負債合計     43,597 55.4 42,722 55.0   43,472 55.7

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     12,016 15.3   12,016 15.5   12,016 15.4 

２ 資本剰余金     12,122 15.4   12,122 15.6   12,122 15.5 

３ 利益剰余金     7,810 9.9   7,751 9.9   7,516 9.6 

４ 自己株式     △29 0.0   △29 0.0   △29 △0.0 

 株主資本合計     31,919 40.6   31,860 41.0   31,625 40.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評価
差額金 

    3,016 3.8   2,137 2.7   2,566 3.3 

２ 為替換算調整勘定     159 0.2   973 1.3   370 0.5 

評価・換算差額等合計     3,176 4.0   3,110 4.0   2,937 3.8 

Ⅲ 少数株主持分     18 0.0   32 0.0   34 0.0 

  純資産合計     35,114 44.6   35,003 45.0   34,596 44.3 

  負債純資産合計     78,711 100.0   77,725 100.0   78,069 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     35,687 100.0   36,005 100.0   70,016 100.0 

Ⅱ 売上原価     31,609 88.6   31,661 87.9   62,403 89.1 

売上総利益     4,078 11.4   4,344 12.1   7,613 10.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※1   3,072 8.6   3,495 9.7   6,207 8.9 

営業利益     1,006 2.8   849 2.4   1,405 2.0 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   12     27     42     

２ 受取配当金   27     42     99     

３ 持分法による投資
利益 

  152     90     222     

４ 為替差益   －     447     477     

５ その他   149 342 1.0 146 754 2.0 312 1,154 1.6 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   185     190     383     

２ たな卸資産廃却損   －     －     28     

３ 株式交付費償却    －     40     －     

４ 為替差損    185     －     －     

５ その他   200 571 1.6 142 372 1.0 418 830 1.2 

経常利益     776 2.2   1,231 3.4   1,729 2.5 

Ⅵ 特別利益                     

１ 投資有価証券売却
益 

  434     686     1,074     

２ 貸倒引当金戻入益   13     32     17     

３ その他    15 463 1.3 37 756 2.1 192 1,284 1.8 

Ⅶ 特別損失                     

１ 固定資産売却損・
除却損 

※2 49     24     66     

２ 減損損失 ※3 436     45     823     

３ 投資有価証券評価
損 

  －     －     30     

４ クレーム損失   1     －     86     

５ 貸倒引当金繰入額   0     －     0     

６ 製品補償引当金繰
入額 

  700     264     1,145     

７ 役員退職慰労引当
金繰入額 

  －     －     394     

８ 役員退職金    433     －     473     

９ たな卸資産評価損 ※4 －     768     －     

10 その他     14 1,635 4.6 22 1,125 3.1 109 3,129 4.5 

税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前中間(当期)
純損失(△) 

    △395 △1.1   862 2.4   △115 △0.2 

法人税、住民税及
び事業税 

  296     332     1,415     

法人税等調整額   △204 92 0.3 168 501 1.4 △934 481 0.7 

少数株主損失     △2 △0.0   △2 △0.0   △1 △0.0 

中間純利益又は中
間(当期)純損失
(△) 

    △485 △1.4   363 1.0   △594 △0.8 

            



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

 前中間連結会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日）               

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年11月30日 残高 

（百万円） 
8,035 8,141 8,434 △27 24,583 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行 3,980 3,980     7,961 

剰余金の配当     △102   △102 

役員賞与     △36   △36 

中間純損失     △485   △485 

自己株式の取得・処分       △1 △1 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
3,980 3,980 △623 △1 7,335 

平成18年５月31日 残高 

（百万円） 
12,016 12,122 7,810 △29 31,919 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成17年11月30日 残高 

 （百万円） 
2,953 △363 2,590 20 27,194 

中間連結会計期間中の変動額          

新株の発行         7,961 

剰余金の配当         △102 

役員賞与         △36 

中間純損失         △485 

自己株式の取得・処分         △1 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

63 522 585 △2 583 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
63 522 585 △2 7,919 

平成18年５月31日 残高 

（百万円） 
3,016 159 3,176 18 35,114 



 当中間連結会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日）               

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年11月30日 残高 

（百万円） 
12,016 12,122 7,516 △29 31,625 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △127   △127 

中間純利益     363   363 

自己株式の取得・処分       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 235 △0 235 

平成19年５月31日 残高 

（百万円） 
12,016 12,122 7,751 △29 31,860 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年11月30日 残高 

（百万円） 
2,566 370 2,937 34 34,596 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △127 

中間純利益         363 

自己株式の取得・処分         △0 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額（純

額） 

△429 602 173 △2 171 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円）  
△429 602 173 △2 406 

平成19年５月31日 残高 

（百万円）  
2,137 973 3,110 32 35,003 



 前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日）           

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年11月30日 残高 

（百万円） 

  

8,035 8,141 8,434 △27 24,583 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 3,980 3,980     7,961 

剰余金の配当     △229   △229 

役員賞与     △36   △36 

当期純損失     △594   △594 

連結会社増加に伴う剰余金減少

高  
    △57   △57 

自己株式の取得・処分       △2 △2 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 

  

          

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円） 
3,980 3,980 △918 △2 7,041 

平成18年11月30日 残高 

（百万円） 
12,016 12,122 7,516 △29 31,625 

 

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成17年11月30日 残高 

（百万円） 

  

2,953 △363 2,590 20 27,194 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行         7,961 

剰余金の配当         △229 

役員賞与         △36 

当期純損失         △594 

連結会社増加に伴う剰余金減少

高  
        △57 

自己株式の取得・処分         △2 

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額） 

  

△387 733 346 13 360 

連結会計年度中の変動額合計 

（百万円）  
△387 733 346 13 7,401 

平成18年11月30日 残高 

（百万円）  
2,566 370 2,937 34 34,596 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日）

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前中間純利
益又は税金等調整前中
間（当期）純損失(△) 

 △395 862 △115

減価償却費  1,460 1,880 3,408

減損損失  436 45 823

退職給付引当金の増加額
（△は減少額） 

 2 △19 28

役員退職慰労引当金の
増加額 

 － 11 394

製品補償引当金の増加額
（△は減少額） 

 700 △786 1,145

役員賞与引当金の増加額
（△は減少額）  

 － △34 34

貸倒引当金の減少額  △16 △16 △20

受取利息及び受取配当金  △39 △70 △142

支払利息  185 190 383

為替差益  － △19 －

持分法による投資利益   △152 △90 △222

新株発行費償却   40 － －

株式交付費償却  － 40 53

社債発行費償却  3 2 7

投資有価証券売却益  △434 △686 △1,074

投資有価証券評価損  － － 30

固定資産売却損・除却損  － 24 66

売上債権の減少額 
（△は増加額） 

 △1,127 △292 △997

たな卸資産の減少額
（△は増加額） 

 △1,236 1,726 △1,654

仕入債務の増加額 
（△は減少額） 

 490 △358 △1,322

未払金の増加額 
（△は減少額） 

 452 △2 △10

未払消費税等の増加額
（△は減少額） 

 △46 34 △113

役員賞与支払額   △36 － △36

その他  591 205 208

小計  879 2,646 874

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日）

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の受取額  39 70 181

利息の支払額  △185 △192 △376

法人税等の支払額  △269 △1,189 △566

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 464 1,333 112

Ⅱ．投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有価証券の売却による収
入 

 26 － －

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △100 △4 △101

投資有価証券の売却に
よる収入 

 733 1,094 1,777

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △2,803 △3,133 △5,419

有形固定資産の売却に
よる収入 

 153 422 328

貸付けによる支出  △296 △29 △374

貸付金の回収による収入  41 14 83

長期前払費用の支払に
よる支出  

 － △6 △656

その他  217 5 161

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,028 △1,636 △4,202

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日）

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ．財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額  △2,565 1,124 △3,157

長期借入れによる収入  2,111 147 2,591

長期借入金の返済によ
る支出 

 △2,753 △894 △3,945

社債の発行による収入  700 1,000 700

社債の償還による支出  △870 △870 △1,540

社債の発行による支出  △11 △19 △11

株式の発行による収入  7,961 － 7,961

株式の発行による支出  △240 － △240

自己株式の取得による
支出 

 △1 △0 △2

配当金の支払額  △102 △127 △274

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 4,228 360 2,081

Ⅳ．現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 34 121 320

Ⅴ．現金及び現金同等物の増
加額（△は減少額） 

 2,698 180 △1,687

Ⅵ．現金及び現金同等物の期
首残高 

 10,460 8,804 10,460

Ⅶ．新規連結子会社の現金及
び現金同等物の期首残高 

 － － 32

Ⅷ．現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

 13,158 8,985 8,804

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結の範囲に含められている子会

社は次の11社であります。 

 (株)ユーシン広島、(株)ユーシン

東京、(株)三和製作所、(株)ユーシ

ン・ショウワ、東京測定器材(株)、

ユーシンU.S.A.LTD.、オーテック・

マレーシアSDN.BHD.、ユーシン・ヨ

ーロッパLTD.、ユーシン・タイラン

ドCO.,LTD.、(株)ユーシントランス

ポート、有信制造（中山）有限公司 

 なお、(株)ユーシン茨城は(株)ユ

ーシン東京と合併したことに伴い、

当中間連結会計期間の開始日に連結

子会社より除外いたしました。  

 非連結子会社は有信制造（蘇州）

有限公司他９社で、総資産、売上

高、利益等からみていずれも小規模

であり、全体として中間連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしておりませ

ん。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結の範囲に含められている子会

社は次の13社であります。 

 (株)ユーシン広島、(株)ユーシン

東京、(株)三和製作所、(株)ユーシ

ン・ショウワ、(株)コクユ、東京測

定器材(株)、大和精工(株)、ユーシ

ンU.S.A.LTD.、オーテック・マレー

シアSDN. BHD.、ユーシン・ヨーロ

ッパLTD.、有信制造（中山）有限公

司、ユーシン・タイランドCO.,LT

D.、(株)ユーシントランスポート  

 非連結子会社は有信制造（蘇州）

有限公司他９社で、総資産、売上

高、当中間純損益及び利益剰余金等

からみていずれも小規模であり、全

体として中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結の範囲に含められている子会

社は次の13社であります。  

  (株)ユーシン広島、(株)ユーシン東

京、(株)三和製作所、(株)ユーシン・

ショウワ、(株)コクユ、東京測定器材

(株)、大和精工(株)、ユーシン

U.S.A.LTD.、オーテック・マレーシア

SDN.BHD.、ユーシン・ヨーロッパ

LTD.、有信制造（中山）有限公司、ユ

ーシン・タイランドCO.,LTD.、(株)ユ

ーシントランスポート 

  なお、当連結会計年度より、(株)

コクユについては重要性が増加した

ことにより、大和精工(株)について

は新たに株式を取得したことにより

連結子会社に含めております。ま

た、(株)ユーシン茨城は(株)ユーシ

ン東京と合併したため、連結子会社

より除外しております。 

 非連結子会社は次の９社でありま

す。 

(株)ユーシン・コンピュータ・サー

ビス、(株)ユーシン・エンジニアリ

ング、有信興業股份有限公司、有信

国際貿易(上海)有限公司、ユーシン

ドイツGmbH、(株)デンセイ、(株)新

トーア、有信制造(蘇州)有限公司、

有信(香港)有限公司  

 非連結子会社は、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等か

らみていずれも小規模であり、全体

として連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 持分法を適用した関連会社数は

次の２社であります。 

(株)アンセイ 

(株)ワイエヌエス 

 非連結子会社10社及び関連会社１

社については、利益等の面からみ

て、重要性に乏しいため、持分法を

適用しておりません。 

 なお、主要な持分法非適用会社は

有信制造（蘇州）有限公司でありま

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した関連会社は次の

１社であります。 

 (株)ワイエヌエス  

  持分法を適用していない非連結子

会社(９社)及び関連会社(１社)につ

いては、いずれも当中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用から除外し

ております。 

 なお、主要な持分法非適用会社は

有信制造（蘇州）有限公司でありま

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した関連会社は次の

１社であります。 

  (株)ワイエヌエス 

   なお、(株)アンセイは、業務提携

解消により保有株式を売却したた

め、持分法適用関連会社より除外し

ております。 

 持分法を適用していない非連結子

会社(９社)及び関連会社(１社)につ

いては、いずれも当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用から除外して

おります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

① ユーシン・ヨーロッパLTD.の

決算日は９月30日であります。

連結財務諸表の作成に当たって

は、３月31日現在で実施した決

算に基づく財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

① ユーシン・ヨーロッパLTD.の決

算日は９月30日であります。中間

連結財務諸表の作成に当たって

は、３月31日現在で実施した決算

に基づく財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整

を行っております。 

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項 

①  ユーシン・ヨーロッパLTD.の

決算日は９月30日であります。

連結財務諸表の作成に当たって

は、９月30日現在で実施した決

算に基づく財務諸表を使用し、

連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な

調整を行っております。  

② 有信制造（中山）有限公司の

決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たって

は、平成17年10月１日から平成

18年３月31日までの６ヶ月の仮

決算に基づく財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

② 有信制造（中山）有限公司の決

算日は12月31日であります。中間

連結財務諸表の作成に当たって

は、平成18年10月１日から平成19

年３月31日までの６ヶ月の仮決算

に基づく財務諸表を使用し、中間

連結決算日との間に生じた重要な

取引については連結上必要な調整

を行っております。 

②  有信制造（中山）有限公司の

決算日は12月31日であります。

連結財務諸表の作成に当たって

は、平成17年10月１日から平成

18年９月30日までの仮決算に基

づく財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引

については連結上必要な調整を

行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

  移動平均法による原価法

によっております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

   同左 

その他有価証券  

 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によって

おります。   

その他有価証券  

 時価のあるもの 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）に

よっております。 

時価のないもの  

  移動平均法による原価

法によっております。  

時価のないもの  

同左  

時価のないもの 

  同左 

②     － ② デリバティブの評価基準及

び評価方法 

時価法を採用しております。 

② デリバティブの評価基準及

び評価方法 

同左 

③ たな卸資産 

 先入先出法による原価法に

よっております。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 工具を除く有形固定資産の減価

償却は定率法、工具については定

額法によっております。ただし、

平成10年度の法人税法改正に伴

い、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く）

の減価償却は定額法によっており

ます。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物付属設備を除く)及

び工具（金型）については定額法

によっております。  

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物   ３年～50年

機械装置及び運搬具  ２年～12年

（会計処理の変更） 

 有形固定資産の減価償却方法の変更 

当中間連結会計期間より法人税法の

改正に伴い、平成19年４月１日以降に

取得する当社及び国内連結子会社の有

形固定資産については、改正法人税法

に規定する減価償却方法により、減価

償却費を計上しております。 

 この変更に伴う営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益に与える

影響額は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、軽微であります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物付属設備を除

く)及び工具（金型）については

定額法によっております。    

② 無形固定資産及び長期前払費

用 

定額法 

  自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によって

おります。 

② 無形固定資産及び長期前払費

用 

定額法によっております。ただ

し、ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。  

② 無形固定資産及び長期前払費

用 

同左 

(3）繰延資産の処理方法 

 新株発行費については、毎期均

等額（３年）を償却しておりま

す。 

  社債発行費については、毎期

均等額（３年）を償却しており

ます。 

(3）繰延資産の処理方法 

 ① 株式交付費 

 ３年で定額法により償却してお

ります。 

  

  

  

② 社債発行費  

 社債の償還までの期間にわたり

定額法により償却しております。 

 なお、前々連結会計年度以前に

発行した社債にかかる社債発行費

については、毎期均等額（３年）

を償却しております。      

(3）繰延資産の処理方法 

 ① 株式交付費 

同左 

 

  

  

  

② 社債発行費  

  社債の償還までの期間にわたり

定額法により償却しております。

 なお、前連結会計年度以前に発

行した社債にかかる社債発行費に

ついては、毎期均等額（３年）を

償却しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上し

ております。 

 なお、過去勤務債務について

は、その発生事業年度における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（10年）に基づく定額法に

より当事業年度より費用処理して

おります。数理計算上の差異につ

いては、その発生事業年度におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）に基づく定

額法により、それぞれ発生の翌事

業年度より費用処理しておりま

す。 

 ③     －   

  

  

  

  

  

  

 

  

 ④ 製品補償引当金 

  製品に係る重要な品質問題の発

生に伴う補償費用の支払に備える

ため、今後必要と見込まれる補償

費用について、その発生予測に基

づいた見積額を計上しておりま

す。 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生

していると認められる額を計上し

ております。 

 なお、過去勤務債務について

は、その発生連結会計年度におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）に基づく定額

法により処理しております。数理

計算上の差異については、その発

生連結会計年度における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）に基づく定額法によ

り、それぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しております。 

  

  ③ 役員賞与引当金  

 役員賞与の支出に備えて、当連

結会計年度における支給見込額の

当中間連結会計期間負担額を計上

しております。なお、当連結会計

年度において役員賞与の支給が見

込まれておりませんので、当中間

連結会計期間には計上しておりま

せん。 

 ④ 製品補償引当金 

    同左 

  

  

  

  

  

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生して

いると認められる額を計上してお

ります。 

 なお、過去勤務債務について

は、その発生連結会計年度におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内

の一定年数（10年）に基づく定額

法により当連結会計年度より費用

処理しております。数理計算上の

差異については、その発生連結会

計年度における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）に基づく定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度より費

用処理しております。 

③ 役員賞与引当金  

 役員賞与の支出に備えて、当連

結会計年度における支給見込額に

基づき計上しております。 

  

  

 

   

  

④ 製品補償引当金  

   同左 

  

  

  

 

    

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 ⑤     －  

  

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金内規に基

づく中間期末要支給額を計上して

おります。 

（追加情報） 

 役員退職慰労引当金は、従来、

支出時の費用として処理しており

ましたが、前連結会計年度下期よ

り役員退職慰労金内規に基づく期

末要支給額を役員退職慰労引当金

として計上する方法に変更いたし

ました。 

 従って、前中間連結会計期間は

変更後の方法によった場合に比

べ、税金等調整前中間純損失は

420百万円少なく計上されており

ます。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金  

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金内規に基

づく期末要支給額を計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労引当金は、従来、支

出時の費用として処理しておりま

したが、当連結会計年度より役員

退職慰労金内規に基づく期末要支

給額を役員退職慰労引当金として

計上する方法に変更いたしまし

た。  

 この変更は、経営改革の一環と

して平成17年2月24日の定時株主

総会終結の時をもって退職慰労金

制度を廃止しましたが、当連結会

計年度において初めて廃止時点に

おける要支給額どおりの支払の実

績があり、内規に基づく退職慰労

金支払の蓋然性が高まったことか

ら、期間損益の適正化及び財務内

容の健全化を図るため、内規に基

づく要支給額を計上したことによ

るものであります。この結果、従

来と同一の基準を採用した場合と

比較して、税金等調整前当期純損

失が394百万円多く計上されてお

ります。 

 なお、この変更は当下半期に行

ったため、当中間連結会計期間は

従来の方法によっております。従

って、当中間連結会計期間は変更

後の方法によった場合に比べ、税

金等調整前中間純損失が420百万

円少なく計上されております。 

 (5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は中間決算日

の直物為替相場により、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めております。  

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準  

同左   

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準  

 外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債は連結決算日

の直物為替相場により、収益及び

費用は在外子会社等の会計期間に

基づく期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めております。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

       － 

  

  

  

  

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジを採用しておりま

す。 

 なお、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採用して

おります。為替予約取引について

は、振当処理の要件を満たしてい

るので、振当処理を採用しており

ます。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

      為替予約取引 

ヘッジ対象：借入金利息 

      外貨建金銭債権

      債務 

③ ヘッジ方針  

 当社は、借入金の金利変動リス

クを回避するために金利スワップ

取引を利用しております。また、

将来の為替レートの変動リスクを

回避するために為替予約取引を利

用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているため、

有効性の評価を省略しておりま

す。また、為替予約取引について

は、ヘッジ対象とヘッジ手段の通

貨種別、行使日、金額等の条件が

ほぼ同一であり、相関関係が高い

ことから、有効性の評価を省略し

ております。  

(6）重要なヘッジ会計の方法 

   ① ヘッジ会計の方法 

   金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

  

   

 

  

   

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金利息 

  

  

   

③ ヘッジ方針  

 当社は、借入金の金利変動リ

スクを回避するために金利スワ

ップ取引を利用しております。

  

  

  

④ ヘッジ有効性評価の方法  

 金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしているた

め、有効性の評価を省略してお

ります。  

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式を採用して

おります。 

② 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用してお

ります。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

  

② 連結納税制度の適用 

同左  

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

  

② 連結納税制度の適用  

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値変動に対して僅少な

リスクしか負わない短期的な投資か

らなります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(1) 製品補償引当金 

  製品の補償費用については、従来、

発生の都度得意先から請求されること

が通例であり、将来の損失負担額を見

積もることが困難なために支出時に費

用計上しておりましたが、当中間連結

会計期間に重要な品質問題が発生した

ことに伴い、今後必要と見込まれる補

償費用を見積もることが可能となった

ため、期間損益をより適正に表示する

ために、当中間連結会計期間より発生

予測に基づいた見積額を製品補償引当

金として計上する方法に変更しており

ます。 

  この結果、従来の方法によった場合

に比べ、税金等調整前中間純利益が

700百万円減少しております。なお、

セグメント情報に与える影響はありま

せん。 

(2) 固定資産の減損に係る会計基準 

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年8月9日）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が436百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

しております。  

－  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

－  

(1) 製品補償引当金 

製品の補償費用については、従来、

発生の都度得意先から請求されること

が通例であり、将来の損失負担額を見

積もることが困難なために支出時に費

用計上しておりましたが、当連結会計

年度に重要な品質問題が発生したこと

に伴い、今後必要と見込まれる補償費

用を見積もることが可能となったた

め、期間損益をより適正に表示するた

めに、当連結会計年度より発生予測に

基づいた見積額を製品補償引当金とし

て計上する方法に変更しております。

  この結果、従来の方法によった場合

に比べ、税金等調整前当期純損失が

1,145百万円増加しております。 

  

 

(2) 固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月

9日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日)を適

用しております。 

  これにより、税金等調整前当期純損

失は、823百万円増加しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(3) 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。  

  従来の資本の部の合計に相当する金

額は35,096百万円であります。 

  なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

－ 

  

  

  

  

  

  

  

－ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

－ 

  

  

  

  

  

  

  

(3) 貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準 

当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」 (企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用しており

ます。 

  なお、従来の資本の部の合計に相当

する金額は、34,562百万円でありま

す。 

  

  

 

  

  

(4) 役員賞与に関する会計基準 

当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第４

号 平成17年11月29日)を適用しており

ます。これにより、営業利益及び経常

利益はそれぞれ34百万円減少し、税金

等調整前当期純損失は、34百万円増加

しております。  

－ － (5) 繰延資産の会計処理に関する当 

  面の取扱い 

当連結会計年度より、「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」(企

業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号)を適用してお

ります。これによる損益に与える影響

はありません。  



（追加情報） 

表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

－  

  

－ 

  

－ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

                         － （中間連結損益計算書） 

 「株式交付費償却」は、前中間連結会計期間まで「新

株発行費償却」として営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりましたが、営業外費用の総額の100分の10を

超えたため、区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「新株発行費償

却」の金額は40百万円であります。 

前中間連結会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年11月30日） 

※１ 有形固定資産に係る減価償却累計額 ※１ 有形固定資産に係る減価償却累計額 ※１ 有形固定資産に係る減価償却累計額 

  21,569百万円       27,224百万円      25,594百万円 

※２ 担保資産及び担保付負債 

 工場財団設定分 

※２ 担保資産及び担保付負債 

 工場財団設定分 

※２ 担保資産及び担保付負債 

 工場財団設定分 

建物及び構築物 53百万円

機械装置及び運搬具 41百万円

工具・器具及び備品 0百万円

土地 336百万円

計 431百万円

社債 1,400百万円

建物及び構築物   47百万円

機械装置及び運搬具   31百万円

工具・器具及び備品  0百万円

土地   336百万円

計    415百万円

社債      700百万円

建物及び構築物   51百万円

機械装置及び運搬具   38百万円

工具・器具及び備品  0百万円

土地    336百万円

計    425百万円

社債      700百万円

  

  

  

  

保証債務  

(株)コクユの銀行借入に対する保証 

 上記のほか、貨物引取保証のため、定期

預金５百万円(1,400千タイバーツ)を担保

に供しております。 

  

－ 

 上記のほか、貨物引取保証のため、定期

預金４百万円を担保に供しております。  

  

  

－ 

  

  210百万円          

      

コミットメントライン契約 

 提出会社は、将来の資金需要に備えるた

め、下記のとおり銀行団と貸越コミットメン

トライン契約を締結しております。当中間連

結会計期間末における使用残高はありませ

ん。 

－ 

  

－ 

  

アレンジャー ：株式会社三井住友銀行

貸付人 ：株式会社三井住友銀行

ほか４銀行 

借入極度額 ：30億円 

借入形態 ：当座貸越 

契約日 ：平成17年７月29日付 

借入実行残高 ：－億円 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

荷造運賃 685百万円

給与賞与手当 974百万円

退職給付費用 40百万円

減価償却費 124百万円

貸倒引当金繰入額 

荷造運賃 

  17百万円

703百万円

給与賞与手当    1,038百万円

退職給付費用   52百万円

減価償却費  159百万円

荷造運賃     1,368百万円

給与賞与手当 

役員賞与引当金繰入額  

    1,978百万円

34百万円

退職給付費用   82百万円

減価償却費    290百万円

※２ 固定資産売却損・除却損の内訳 ※２ 固定資産売却損・除却損の内訳 ※２ 固定資産売却損・除却損の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び運搬具 33百万円

工具・器具及び備品 15百万円

計 49百万円

建物及び構築物  0百万円

機械装置及び運搬具   2百万円

工具・器具及び備品   22百万円

計   24百万円

建物及び構築物  2百万円

機械装置及び運搬具   43百万円

工具・器具及び備品   19百万円

計   66百万円

※３ 減損損失 ※３ 減損損失 ※３ 減損損失       

  当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

  当中間連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。 

  当連結会計年度において、当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。  

① 減損損失を認識した主な資産 ① 減損損失を認識した主な資産  ① 減損損失を認識した主な資産 

用途 種類 場所 

生産設備 機械装置及び

運搬具 

工具・器具及

び備品 

広島県安芸郡 

生産設備 機械装置及び

運搬具 

工具・器具及

び備品 

静岡県浜松市 

生産設備 機械装置及び

運搬具 

工具・器具及

び備品 

米国ミズーリ

州 

用途 種類 場所 

生産設備 工具・器具及

び備品 

広島県安芸郡 

生産設備 工具・器具及

び備品 

静岡県浜松市

生産設備 建設仮勘定 米国ミズーリ

州 

用途 種類 場所 

生産設備 機械装置及び

運搬具 

工具・器具及

び備品 

広島県安芸郡

生産設備 機械装置及び

運搬具 

工具・器具及

び備品 

静岡県浜松市

生産設備 建設仮勘定 米国ミズーリ

州 

生産設備 工具・器具及

び備品 

建設仮勘定 

広島県呉市 

② 減損損失の認識に至った経緯 ② 減損損失の認識に至った経緯 ② 減損損失の認識に至った経緯 

  当初想定した収益を見込めなくなったこと

により、減損損失を認識しております。 

同左 同左 

③ 減損損失の金額 ③ 減損損失の金額 ③ 減損損失の金額  

 機械装置及び運搬具 187百万円 

 工具・器具及び備品 248百万円 

 計 436百万円 

 工具・器具及び備品    18百万円 

 建設仮勘定    27百万円 

 計    45百万円 

 建物及び構築物    73百万円 

 機械装置及び運搬具 

 工具・器具及び備品 

 建設仮勘定 

 その他 

   93百万円 

  169百万円 

  474百万円 

   12百万円 

 計   823百万円 

④資産のグルーピングの方法 ④資産のグルーピングの方法 ④資産のグルーピングの方法  

  当社グループは減損会計の適用に当たっ

て、事業の種類別セグメントを基調とした自

動車部門、産業機械部門、住宅機器部門他に

大区分し、さらに自動車部門は主要な得意先

別に区分しております。 

同左 同左 

⑤ 回収可能価額の算定方法 ⑤ 回収可能価額の算定方法 ⑤ 回収可能価額の算定方法  

  当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、他への転用や売却

が困難であることから備忘価額１円としてお

ります。 

同左 同左 

         － ※４ たな卸資産評価損           －  

   在庫政策の見直しに伴うたな卸資産の評価

損であります。 

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自  平成17年12月１日  至  平成18年５月31日） 

  

  １. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）１. 普通株式の発行済株式総数の増加6,400,000株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。 

        ２. 普通株式の自己株式の株式数の増加1,400株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２. 配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 25,595,502 6,400,000 － 31,995,502 

合計 25,595,502 6,400,000 － 31,995,502 

自己株式        

普通株式 48,000 1,400 － 49,400 

合計 48,000 1,400 － 49,400 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年２月28日 

定時株主総会 
普通株式 102 4 平成17年11月30日 平成18年３月1日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年７月11日 

取締役会 
普通株式 127 利益剰余金 4 平成18年５月31日 平成18年８月７日



当中間連結会計期間（自  平成18年12月１日  至  平成19年５月31日） 

  

  １. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）１. 普通株式の自己株式の株式数の増加440株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

  ２. 配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 31,995,502 － － 31,995,502 

合計 31,995,502 － － 31,995,502 

自己株式        

普通株式 49,730 440 － 50,170 

合計 49,730 440 － 50,170 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月28日 

定時株主総会 
普通株式 127 4 平成18年11月30日 平成19年３月１日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年７月17日 

取締役会 
普通株式 127 利益剰余金 4 平成19年５月31日 平成19年８月14日



前連結会計年度（自  平成17年12月１日  至  平成18年11月30日） 

  

  １. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）１. 普通株式の発行済株式総数の増加6,400,000株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。 

        ２. 普通株式の自己株式の株式数の増加1,730株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  ２. 配当に関する事項 

  （１）配当金支払額 

  （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 25,595,502 6,400,000 － 31,995,502 

合計 25,595,502 6,400,000 － 31,995,502 

自己株式        

普通株式 48,000 1,730 － 49,730 

合計 48,000 1,730 － 49,730 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年２月28日 

定時株主総会 
普通株式 102 4 平成17年11月30日 平成18年３月1日 

平成18年７月11日 

取締役会 
普通株式  127 4  平成18年５月31日 平成18年８月７日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年２月28日 

定時株主総会 
普通株式 127 利益剰余金 4 平成18年11月30日 平成19年３月１日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年５月31日現在） （平成19年５月31日現在） （平成18年11月30日現在） 

現金及び預金勘定 13,158百万円

   

現金及び現金同等物 13,158百万円

現金及び預金勘定      8,985百万円

   

現金及び現金同等物      8,985百万円

現金及び預金勘定      8,804百万円

   

現金及び現金同等物      8,804百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  当社グループはリース取引を全く
行っていないため、該当事項はあり
ません。 

 オペレーティング・リース取引  当社グループにおけるリース取引
は、当社グループの事業内容に照ら
して重要性が乏しいため、注記を省
略しております。 

  未経過リース料
１年内 2百万円
１年超 2百万円
合計 4百万円

    



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年５月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式においては減損処理の対象はありませんでし

た。なお、当該株式等の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落

した場合にはすべて減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考

慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年５月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式においては減損処理の対象はありませんでし

た。なお、当該株式等の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落

した場合にはすべて減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考

慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 3,642 8,705 5,063 

(2）債券       

社債 － － － 

その他 155 158 3 

合計 3,797 8,864 5,067 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社及び関連会社株式 1,942 

(2）投資信託他 151 

合計 2,093 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,888 6,450 3,561 

(2）債券       

社債 － － － 

その他 275 295 20 

合計 3,164 6,746 3,581 

区分 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社及び関連会社株式 1,376 

(2）投資信託他 30 

合計 1,406 



前連結会計年度末（平成18年11月30日） 

１．売買目的有価証券 

 該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 ４．時価評価されていない主な有価証券 

区分 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 3,286 7,575 4,289 

(2）債券       

社債 － － － 

その他 155 166 10 

合計 3,442 7,741 4,299 

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）子会社及び関連会社株式 1,332 

(2）その他有価証券 156 

合計 1,488 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 当社グループは金利スワップ契約及び為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記

の対象から除いております。 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 当社グループは金利スワップ契約を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いて

おります。 

（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日）  

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 該当事項はありません。 

（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日）   

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

   

項目 
自動車部門 

 
（百万円） 

産業機械部
門 
（百万円） 

住宅機器部
門他 
(百万円) 

計 
 

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
 

（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 25,465 8,871 1,351 35,687 － 35,687 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
870 2 5 877 (877) － 

計 26,335 8,873 1,356 36,565 (877) 35,687 

営業費用 26,082 8,004 1,271 35,358 (676) 34,681 

営業利益 253 868 85 1,207 (201) 1,006 

   

項目 
自動車部門 

 
（百万円） 

産業機械部
門 
（百万円） 

住宅機器部
門他 
(百万円) 

計 
 

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
 

（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 25,396 9,097 1,511 36,005 － 36,005 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
546 1 19 567 (567) － 

計 25,943 9,099 1,530 36,572 (567) 36,005 

営業費用 25,989 8,328 1,436 35,754 (597) 35,156 

営業利益又は営業損失（△） △45 770 93 818 30 849 



前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 （注）１．事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

２．各事業区分の主要製品 

(1）自動車部門：  ステアリングロック、キーセット、キーレスエントリー、ドアーラッチ、ヒーターコン

トロールスイッチ、ドアーハンドル、スイッチ、センサー等。 

(2）産業機械部門： 農業・建設・工作・通信・医療機械用各種計器類、ハーネス、ケーブルワイヤー、ラン

プ、オペレーター・シート、電気式燃料ポンプ、電気測定器、通信機用器材等。 

(3）住宅機器部門：  住宅・ホテル・ビル用錠、タッチキー、把手セット、電気錠、ミスター・ホームズ（玄

関ドア錠）等。 

  

   

項目 
自動車部門 

 
（百万円） 

産業機械部
門 
（百万円） 

住宅機器部
門他 
（百万円） 

計 
 

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
 

（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 49,279 17,925 2,811 70,016 － 70,016 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,806 3 16 1,827 (1,827) － 

計 51,086 17,929 2,828 71,844 (1,827) 70,016 

営業費用 50,919 16,215 2,677 69,811 (1,200) 68,610 

営業利益 167 1,714 151 2,032 (626) 1,405 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 １．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

     ハンガリー、米国、中国、タイ、マレーシア 

項目 
日本国内 

  
（百万円） 

海外 
  

（百万円） 

計 
  

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 29,772 5,916 35,688 － 35,687 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 2,687 2,288 4,975 (4,975) － 

計 32,459 8,204 40,663 (4,975) 35,687 

営業費用 31,091 8,569 39,660 (4,979) 34,681 

営業利益又は営業損失（△） 1,368 △365 1,003 3 1,006 

項目 
日本国内 

  
（百万円） 

海外 
  

（百万円） 

計 
  

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 28,405 7,600 36,005 － 36,005 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 1,941 2,526 4,468 (4,468) － 

計 30,347 10,127 40,474 (4,468) 36,005 

営業費用 29,429 10,125 39,554 (4,398) 35,156 

営業利益 918 1 919 (70) 849 

項目 
日本国内 

  
（百万円） 

海外 
  

（百万円） 

計 
  

（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
  

（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 57,194 12,822 70,016 － 70,016 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 5,062 5,517 10,579 (10,579) － 

計 62,256 18,339 80,596 (10,579) 70,016 

営業費用 60,404 18,818 79,223 (10,612) 68,610 

営業利益又は営業損失（△） 1,852 △479 1,373 32 1,405 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年12月１日 至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間（自 平成18年12月１日 至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

 （注１）国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

 （注２）各区分に属する国又は地域の内訳は以下のとおりであります。 

北米：米国、カナダ 

ヨーロッパ：ハンガリー、ポーランド、イタリア、英国 

アジア：中国、タイ、マレーシア、台湾、韓国、インド  

 （注３）海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

セグメント 
項目 

北米 ヨーロッパ アジア 合計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 2,388 2,485 1,269 6,142 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 35,687 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 6.7％ 7.0％ 3.6％ 17.2％ 

セグメント 
項目 

北米 ヨーロッパ アジア 合計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 2,550 3,296 1,670 7,517 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 36,005 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 7.1％ 9.2％ 4.6％ 20.9％ 

セグメント 
項目 

北米 ヨーロッパ アジア 合計 

Ⅰ．海外売上高（百万円） 5,443 5,331 2,536 13,312 

Ⅱ．連結売上高（百万円） － － － 70,016 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合    7.8％    7.6％   3.6％    19.0％ 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１株当たり純資産額 1,098円60銭

１株当たり中間純損失

金額 
17円54銭

１株当たり純資産額  1,094円72銭

１株当たり中間純利益

金額 
11円37銭

１株当たり純資産額 1,081円91銭

１株当たり当期純損失

金額 
19円95銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純損失については、潜在株式が

なく、かつ１株当たり当期純損失が

計上されているため記載しておりま

せん。 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日)

前連結会計年度 
(自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日)

 中間純利益又は中間（当期）純

損失（△）  
（百万円） △485 363 △594 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － － － 

 普通株式に係る中間純利益又 

 は中間（当期）純損失（△） 
（百万円） △485 363 △594 

 普通株式に係る期中平均株式数 （千株） 27,679 31,945 29,812 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 (株)アンセイとの業務提携解消と

大和精工(株)の株式取得（子会社

化） 

  当社は、平成18年６月16日開催の

取締役会において、(株)アンセイと

の業務提携解消と大和精工(株)の株

式取得（子会社化）について決議を

致しました。 

  

業務提携解消の理由  

  当社は、平成14年12月６日、ラッ

チ関連製品につきグローバルな生産

供給体制の構築と厳しい価格競争に

対応するため、ラッチ専門メーカー

である(株)アンセイとの間で事業に

関する業務提携と同社への資本参加

(20%)、及び当社の100%子会社であ

る大和精工(株)を同社の完全子会社

とすることについて業務提携契約を

締結しました。両社の営業、開発・

生産に亘る協業体制は３年半を経過

しましたが、初期の目的は達成した

ものの両社の文化の差もあり、最近

の急激な環境変化への対応等に関し

両社の目指す方向に差が出てまいり

ましたので、それぞれの企業風土を

活かした対応とグローバル化に取り

組んでいくためには、発展的に資

本・業務提携を解消し現状に戻すこ

とが有効との結論で、両社の見解が

一致いたしました。 

  

内容 

①当社が保有する(株)アンセイ株式

90,000株を4.5億円で(株)アンセイ

へ売却。  

②(株)アンセイが保有する大和精工

(株)の株式1,500,000株を当社が４

億円で買受。 

③技術対価として当社が(株)アンセ

イへ12.5億円を支払。 

  

日程 

平成18年６月16日 取締役会決議 

平成18年６月16日 業務提携解消契 

                 役締結 

平成18年７月１日 業務提携解消日  

                 株券引渡し期日 

－  

  

－ 

 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

業績影響額 

  当中間連結会計期間の開始日よ

り、業務提携解消まで（平成17年12

月１日より平成18年６月30日）にお

ける(株)アンセイとの業務提携契約

に基づいた当社の売上高は3,617百

万円であります。 

－ －  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
平成18年５月31日 

当中間会計期間末 
平成19年５月31日 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成18年11月30日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   9,539   4,446 5,301   

２ 受取手形   1,106   1,597 1,604   

３ 売掛金   15,743   15,929 16,261   

４ たな卸資産   2,326   2,373 2,494   

５ 短期貸付金   3,857   6,426 4,932   

６ その他 ※３ 1,828   2,069 4,442   

  貸倒引当金   △2   △18 △17   

  流動資産合計     34,399 52.4 32,823 51.9   35,020 54.0

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

        

(1）建物   294   326 337   

(2）機械装置   144   173 154   

(3）工具器具備品   240   248 267   

(4）その他   1,289   1,292 1,293   

       計   1,968   2,041 2,052   

２ 無形固定資産   145   130 144   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   8,899   6,678 7,791   

(2）関係会社株式   11,857   15,983 17,082   

(3）長期貸付金   1,471   3,408 320   

(4）長期未収入金   5,493   － －   

(4）その他   1,515   2,322 2,505   

  貸倒引当金   △298   △297 △297   

       計   28,938   28,096 27,403   

   固定資産合計     31,052 47.3 30,268 47.8   29,600 45.7

Ⅲ 繰延資産           

(1）新株発行費   200   － －   

(2) 株式交付費   －   147 187   

(3）社債発行費   11   23 7   

  繰延資産合計     212 0.3 171 0.3   195 0.3

   資産合計     65,664 100.0 63,264 100.0   64,816 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
平成18年５月31日 

当中間会計期間末 
平成19年５月31日 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成18年11月30日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   290   518 278   

２ 買掛金   5,852   4,763 4,904   

３ 短期借入金   7,302   8,806 7,158   

４ １年内償還予定社
債 

※２ 1,540   3,340 3,540   

５ １年内返済予定長
期借入金 

  2,396   2,011 1,824   

６ 未払金   2,995   3,637 3,402   

７ 未払法人税等   258   215 1,127   

８ 未払費用   281   336 351   

９ 製品補償引当金   700   358 1,145   

10 役員賞与引当金    －   － 20   

11 その他   14   24 21   

 流動負債合計     21,632 32.9 24,012 38.0   23,773 36.7

Ⅱ 固定負債           

１ 社債 ※２ 4,720   2,380 2,050   

２ 長期借入金   5,071   4,260 5,167   

３ 退職給付引当金   836   845 864   

４ 役員退職慰労引当
金 

  －   312 312   

５ 債務保証損失引当
金  

  －   209 193   

６ 繰延税金負債   1,691   977 1,237   

 固定負債合計     12,318 18.8 8,984 14.2   9,825 15.2

  負債合計     33,951 51.7 32,996 52.2   33,599 51.9

            

 



    
前中間会計期間末 
平成18年５月31日 

当中間会計期間末 
平成19年５月31日 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成18年11月30日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     12,016 18.3   12,016 19.0   12,016 18.5 

２ 資本剰余金                    

(1）資本準備金   12,122     12,122     12,122    

資本剰余金合計     12,122 18.5   12,122 19.2   12,122 18.7 

３ 利益剰余金                    

(1）利益準備金   400     400     400    

(2）その他利益剰余
金 

                   

研究開発積立金   2,800     2,800     2,800    

特別償却準備金   0     0     0    

買換資産圧縮積
立金 

  53     48     50    

別途積立金   1,022     1,022     1,022    

繰越利益剰余金   345     △230     293    

利益剰余金合計     4,623 7.0   4,041 6.3   4,567 7.0 

４ 自己株式     △29 0.0   △29 0.0   △29 △0.0 

  株主資本合計     28,732 43.8   28,150 44.5   28,676 44.2 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券 
  評価差額金 

    2,981 4.5   2,117 3.3   2,541 3.9 

 純資産合計     31,713 48.3   30,267 47.8   31,217 48.1 

 負債純資産合計     65,664 100.0   63,264 100.0   64,816 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     29,689 100.0 27,987 100.0   57,049 100.0 

Ⅱ 売上原価     26,650 89.8 24,891 88.9   51,330 90.0

売上総利益     3,038 10.2 3,096 11.1   5,719 10.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費     2,030 6.8 2,418 8.7   4,017 7.0

営業利益     1,007 3.4 677 2.4   1,701 3.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   119 0.4 503 1.8   531 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   409 1.3 205 0.7   410 0.7

経常利益     717 2.4 975 3.5   1,823 3.2

Ⅵ  特別利益 ※３   434 1.5 686 2.5   1,516 2.6

Ⅶ 特別損失 ※４   1,404 4.7 1,452 5.3   3,002 5.2

税引前中間（当期）
純利益 

    － － 208 0.7   337 0.6

税引前中間純損失     251 △0.8 － －   － －

法人税、住民税及び
事業税  

  140   165 1,165   

法人税等調整額   △192 △51 △0.1 441 606 2.1 △700 465 0.8

中間（当期）純損失     199 △0.7 397 △1.4   127 △0.2

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成17年12月１日 至平成18年５月31日）              

 

株主資本 

資本金 

資本剰余

金 
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 
資本準備

金 

利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余

金合計 研究開発

積立金 

海外市場

開拓積立

金 

特別償却

準備金 

退職給与

積立金 

中間配当

引当積立

金 

買換資産

圧縮積立

金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

平成17年11月30日残高  

（百万円） 
8,035 8,141 400 2,800 1,800 1 826 860 55 2,022 △3,821 4,945 △27 21,094 

中間会計期間中の変動額                            

新株の発行 3,980 3,980                       7,961 

剰余金の配当                     △102 △102   △102 

役員賞与                     △20 △20   △20 

利益処分積立金取崩         △1,800   △826 △860   △1,000 4,486 －   － 

圧縮積立金取崩                 △2   2 －   － 

特別償却準備金取崩           △0         0 －   － 

中間純損失                     △199 △199   △199 

自己株式の取得・処分                         △1 △1 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                            

中間会計期間中の変動額

合計（百万円） 
3,980 3,980 － － △1,800 △0 △826 △860 △2 △1,000 4,167 △322 △1 7,637 

平成18年５月31日残高

（百万円） 
12,016 12,122 400 2,800 － 0 － － 53 1,022 345 4,623 △29 28,732 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価

差額金 

平成17年11月30日残高(百万

円) 
2,921 24,015 

中間会計期間中の変動額    

新株の発行   7,961 

剰余金の配当   △102 

役員賞与   △20 

利益処分積立金取崩   － 

圧縮積立金取崩   － 

特別償却準備金取崩   － 

中間純損失   △199 

自己株式の取得・処分   △1 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
60 60 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
60 7,697 

平成18年５月31日残高(百万

円) 
2,981 31,713 



当中間会計期間（自平成18年12月１日 至平成19年５月31日）              

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 

資本準備金 
利益準備

金 

その他利益剰余金 

利益剰余金

合計 研究開発積

立金 

特別償却

準備金 

買換資産

圧縮積立

金 

別途積立金
繰越利益

剰余金 

平成18年11月30日残高 

（百万円） 
12,016 12,122 400 2,800 0 50 1,022 293 4,567 △29 28,676 

中間会計期間中の変動額                      

剰余金の配当               △127 △127   △127 

圧縮積立金取崩           △1   1 －   － 

特別償却準備金取崩         △0     0 －   － 

中間純損失               △397 △397   △397 

自己株式の取得・処分                   △0 △0 

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

                      

中間会計期間中の変動額合

計（百万円） 
－ － － － △0 △1 － △523 △525 △0 △525 

平成19年５月31日残高（百

万円） 
12,016 12,122 400 2,800 0 48 1,022 △230 4,041 △29 28,150 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差

額金 

平成18年11月30日残高(百万円) 2,541 31,217 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当   △127 

圧縮積立金取崩   － 

特別償却準備金取崩   － 

中間純損失   △397 

自己株式の取得・処分   △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額(純額) 
△423 △423 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△423 △949 

平成19年５月31日残高(百万円) 2,117 30,267 



前事業年度の要約株主資本等変動計算書（自平成17年12月１日 至平成18年11月30日）              

 

株主資本 

資本金 

資本剰余

金 
利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 
資本準備

金 

利益準備

金 

その他利益剰余金   

研究開発

積立金 

海外市場

開拓積立

金 

特別償

却準備

金 

退職給

与積立

金 

中間配

当引当

積立金 

買換資

産圧縮

積立金 

別途積立

金 

繰越利益

剰余金 

 利益剰

余金合計 

平成17年11月30日残高 

(百万円) 
8,035 8,141 400 2,800 1,800 1 826 860 55 2,022 △3,821 4,945 △27 21,094 

事業年度中の変動額                            

新株の発行 3,980 3,980                       7,961 

剰余金の配当                     △229 △229   △229 

役員賞与                     △20 △20   △20 

利益処分積立金取崩         △1,800   △826 △860   △1,000 4,486 －   － 

圧縮積立金取崩(前期分)                  △2   2 －   － 

特別償却準備金取崩(前期分)           △0         0 －   － 

圧縮積立金取崩                 △2   2 －   － 

特別償却準備金取崩           △0         0 －   － 

当期純損失                     △127 △127   △127 

自己株式の取得・処分                         △2 △2 

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額（純額） 
                            

事業年度中の変動額合計 

(百万円) 
3,980 3,980 － － △1,800 △0 △826 △860 △5 △1,000 4,114 △377 △2 7,581 

平成18年11月30日残高 

(百万円) 
12,016 12,122 400 2,800 － 0 － － 50 1,022 293 4,567 △29 28,676 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価

差額金 

平成17年11月30日残高(百万円) 2,921 24,015 

事業年度中の変動額    

新株の発行   7,961 

剰余金の配当   △229 

役員賞与   △20 

利益処分積立金取崩   － 

圧縮積立金取崩(前期分)    － 

特別償却準備金取崩(前期分)   － 

圧縮積立金取崩   － 

特別償却準備金取崩   － 

当期純損失   △127 

自己株式の取得・処分   △2 

株主資本以外の項目の事業年度

中の変動額（純額） 
△379 △379 

事業年度中の変動額合計(百万円) △379 7,202 

平成18年11月30日残高(百万円) 2,541 31,217 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券  

① 子会社株式及び関連会社株式  

移動平均法に基づく原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券  

① 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法よる原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券  

① 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法基づく原価法によ

っております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によって

おります。   

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）によっており

ます。 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価

法によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法

によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法基づく原価法

によっております。 

(2）    －  

  

  

(3）たな卸資産  

製品、商品、貯蔵品 

 先入先出法に基づく原価法

によっております。  

(2）デリバティブの評価基準及び 

 評価方法  

  時価法を採用しております。 

(3）たな卸資産  

同左 

(2）デリバティブの評価基準及び 

 評価方法  

同左 

(3）たな卸資産  

      同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 平成10年３月31日までに取得

した建物については定率法、平

成10年４月１日以後に取得した

建物（建物付属設備を除く）に

ついては定額法を採用しており

ます。 

 工具（金型）以外は定率法、

工具（金型）については定額法

によっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物付属設備を除く及び

工具(金型）については定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物   ３年～50年 

機械装置及び運搬具  ２年～12年  

（会計処理の変更） 

 有形固定資産の減価償却方法の変更 

当中間会計期間より法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日以降に

取得する有形固定資産については、

改正法人税法に規定する減価償却方

法により、減価償却費を計上してお

ります。 

  この変更に伴う営業利益、経常利

益及び税引前中間純損失に与える影

響額は軽微であります。  

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。ただ

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物付属設備を除く)及び工

具(金型）については定額法によっ

ております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

  

(3）      － 

  

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。ただ

し、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。  

(3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

 同左 

  

  

  

  

(3）長期前払費用   

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

新株発行費については、毎期均等額

（３年）を償却しております。 

社債発行費については、毎期均等額

（３年）を償却しております。 

３ 繰延資産の処理方法 

(1) 株式交付費 

３年で定額法により償却しており

ます。 

 

  

  

  

(2) 社債発行費  

社債の償還までの期間にわたり定

額法により償却しております。 

なお、前々事業年度以前に発行した

社債に係る社債発行費については、

毎期均等額(３年)を償却しておりま

す。 

３ 繰延資産の処理方法  

 (1) 株式交付費 

 ３年で定額法により償却しており

ます。  

  

  

  

  

 (2) 社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり

定額法により償却しております。 

  なお、前事業年度以前に発行し

た社債に係る社債発行費について

は、毎期均等額(３年)を償却して

おります。 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、過去勤務債務については、

その発生事業年度における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年数

（10年）に基づく定額法によってお

ります。 

数理計算上の差異については、そ

の発生事業年度における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）に基づく定額法により、そ

れぞれ発生の翌事業年度より費用処

理しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当事業

年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

なお、過去勤務債務について

は、その発生事業年度における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（10年）に基づく定額法に

より発生事業年度より費用処理し

ております。 

数理計算上の差異については、

その発生事業年度における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）に基づく定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度よ

り費用処理しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(3）     － 

  

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上しており

ます。なお、当事業年度において

役員賞与の支給が見込まれており

ませんので、当中間会計期間には

計上しておりません。 

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額に基づ

き計上しております。 

(4）製品補償引当金 

製品に係る重要な品質問題の発生

に伴う補償費用の支払に備えるた

め、今後必要と見込まれる補償費用

について、その発生予測に基づいた

見積額を計上しております。 

(4）製品補償引当金 

同左 

(4）製品補償引当金  

同左 

－ 

  

  

  

 

  

  

－ 

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金内規に基

づく中間期末要支給額を計上して

おります。 

（追加情報） 

 役員退職慰労引当金は、従来、

支出時の費用として処理しており

ましたが、前事業年度下期より役

員退職慰労金内規に基づく期末要

支給額を役員退職慰労引当金とし

て計上する方法に変更いたしまし

た。 

 従って、前中間会計期間は変更

後の方法によった場合に比べ、税

引前中間純利益は332百万円少な

く計上されております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金内規に基

づく期末要支給額を計上しており

ます。 

（会計方針の変更） 

役員退職慰労引当金は、従来、支

出時の費用として処理しておりま

したが、当事業年度より役員退職

慰労金内規に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金として計上

する方法に変更いたしました。 

 この変更は、経営改革の一環と

して平成17年2月24日の定時株主総

会終結の時をもって退職慰労金制

度を廃止しましたが、当事業年度

において初めて廃止時点における

要支給額どおりの支払の実績があ

り、内規に基づく退職慰労金支払

の蓋然性が高まったことから、期

間損益の適正化及び財務内容の健

全化を図るため、内規に基づく要

支給額を計上したことによるもの

であります。この結果、従来と同

一の基準を採用した場合と比較し

て、税引前当期純利益が312百万円

少なく計上されております。  

 なお、この変更は当下半期に行

ったため、当中間会計期間は従来

の方法によっております。従っ

て、当中間会計期間は変更後の方

法によった場合に比べ、税引前中

間純損失が332百万円少なく計上さ

れております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 － 

  

 (6) 債務保証損失引当金 

関係会社への債務保証に係る損

失に備えるため、被保証先の財政

状態等を勘案し、損失負担見込額

を計上しております。  

 (6) 債務保証損失引当金 

同左 

－ 

  

  

  

５ ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジを採用しておりま

す。 

 なお、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たしてお

りますので、特例処理を採用して

おります。為替予約取引について

は、振当処理の要件を満たしてい

るので、振当処理を採用しており

ます。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

       為替予約取引 

ヘッジ対象：借入金利息 

       外貨建金銭債権 

       債務 

(3)ヘッジ方針 

当社は、借入金の金利変動リス

クを回避するために金利スワップ

取引を利用しております。また、

将来の為替レートの変動リスクを

回避するために為替予約取引を利

用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。  

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているため、

有効性の評価を省略しておりま

す。また、為替予約取引について

は、ヘッジ対象とヘッジ手段の通

貨種別、行使日、金額等の条件が

ほぼ同一であり、相関関係が高い

ことから、有効性の評価を省略し

ております。 

５ ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。  

   

  

  

 

   

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金利息 

  

  

  

(3)ヘッジ方針 

当社は、借入金の金利変動リス

ク回避のために金利スワップ取引

を利用しております。 

  

  

  

  

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしているため、

有効性の評価を省略しておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理について

は、税抜方式を採用しておりま

す。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(2）連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しており

ます。 

 (2）連結納税制度の適用 

同左 

 (2）連結納税制度の適用 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

(1) 製品補償引当金 

製品の補償費用については、従

来、発生の都度得意先から請求さ

れることが通例であり、将来の損

失負担額を見積もることが困難な

ために支出時に費用計上しており

ましたが、当中間会計期間に重要

な品質問題が発生したことに伴

い、今後必要と見込まれる補償費

用を見積もることが可能となった

ため、期間損益をより適正に表示

するために、当中間会計期間より

発生予測に基づいた見積額を製品

補償引当金として計上する方法に

変更しております。 

  この結果、従来の方法によった

場合に比べ、税金等調整前中間純

利益が700百万円減少しておりま

す。 

(2) 固定資産の減損に係る会計基準 

当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年8月9日）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平

成15年10月31日 企業会計基準適

用指針第6号）を適用しておりま

す。 

 これにより税引前中間純利益が

15百万円減少しております。な

お、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基

づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

 － 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 － 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

 

     

(1) 製品補償引当金 

製品の補償費用については、従

来、発生の都度得意先から請求さ

れることが通例であり、将来の損

失負担額を見積もることが困難な

ために支出時に費用計上しており

ましたが、当事業年度に重要な品

質問題が発生したことに伴い、今

後必要と見込まれる補償費用を見

積もることが可能となったため、

期間損益をより適正に表示するた

めに、当事業年度より発生予測に

基づいた見積額を製品補償引当金

として計上する方法に変更してお

ります。 

  この結果、従来の方法によった

場合に比べ、税引前当期純利益が

1,145百万円減少しております。 

   

(2) 固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より、「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議

会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針

第６号 平成15年10月31日)を適用

しております。これにより、税引

前当期純利益は、15百万円減少し

ております。 

 

 

  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 (3) 貸借対照表の純資産の部の表示 

 に関する会計基準 

当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基

準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準委員

会 平成17年12月９日 企業会計基

準適用指針第８号)を適用しており

ます。従来の資本の部の合計に相

当する金額は31,713百万円であり

ます。 

 なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。  

 －  

  

 (3) 貸借対照表の純資産の部の表示 

 に関する会計基準 

当事業年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計

基準」 (企業会計基準第５号平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日)

を適用しております。 

  なお、従来の資本の部の合計に

相当する金額は、31,217百万円で

あります。   

 － 

  

  

  

  

 

  

  

 － 

  

  

－ 

  

  

  

  

  

  

  

－  

(4) 役員賞与に関する会計基準 

当事業年度より、「役員賞与に関

する会計基準」(企業会計基準第４

号 平成17年11月29日)を適用してお

ります。これにより、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ20百万円減少しております。 

(5) 繰延資産の会計処理に関する当面

  の取扱い 

当事業年度より、「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」(企

業会計基準委員会 平成18年８月11

日 実務対応報告第19号)を適用して

おります。 

  これによる損益に与える影響はあ

りません。 



（追加情報） 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

 －  － 債務保証損失引当金 

重要な会計方針に記載のとおり、

関係会社の借入金に対する債務保証

損失の発生の可能性が高まったこと

から、当事業年度において、債務保

証損失引当金を設定いたしました。 

  これにより、税引前当期純利益が

193百万円減少しております。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

（貸借対照表関係） 

                        － 

（貸借対照表関係） 

                        － 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年５月31日） 

当中間会計期間末 
（平成19年５月31日） 

前事業年度末 
（平成18年11月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

       

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  1,841百万円        1,884百万円        1,898百万円

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産 

工場財団設定分  

建物 26百万円

機械装置 2百万円

土地 336百万円

計 364百万円

工場財団設定分  

建物   23百万円

機械装置  2百万円

土地    336百万円

計    361百万円

工場財団設定分  

建物   25百万円

機械装置  2百万円

土地    336百万円

計    363百万円

上記の担保資産に対する債務 上記の担保資産に対する債務 上記の担保資産に対する債務 

社債 700百万円 社債    700百万円 社債      700百万円

偶発債務 

(1）ユーシンU.S.A.LTD.の銀行借入に対する

債務保証 

偶発債務 

(1）ユーシンU.S.A.LTD.の銀行借入に対する

債務保証 

偶発債務 

(1）ユーシンU.S.A.LTD.の銀行借入に対する

債務保証 

  1,776百万円

  

  

（15,825千米国ドル）

 

       1,773百万円

  

  

（14,575千米国ドル）

 

       1,770百万円

  

  

（15,200千米国ドル）

(2）(株)ユーシン・ショウワの銀行借入に対

する債務保証 

(2）(株)ユーシン・ショウワの銀行借入に対

する債務保証 

(2）(株)ユーシン・ショウワの銀行借入に対

する債務保証 

  127百万円      104百万円   116百万円

(3）(株)コクユの銀行借入に対する債務保証 (3)(株)コクユの銀行借入に対する債務保証 (3）(株)コクユの銀行借入に対する債務保証

  210百万円   －百万円   －百万円

  ※なお、上記の金額は、債務保証損失引当金

の金額を控除しております。 

※なお、上記の金額は、債務保証損失引当金

の金額を控除しております。 

(4）ユーシン・タイランドCO.,LTD.の銀行借

入等に対する保証 

(4）ユーシン・タイランドCO.,LTD.の銀行借

入等に対する保証 

(4）ユーシン・タイランドCO.,LTD.の銀行借

入等に対する保証 

  543百万円

  （1,400千タイバーツ他）

     420百万円

  （ 1,400千タイバーツ他）

  484百万円

  （1,400千タイバーツ他）

(5）ユーシン・ヨーロッパLTD.へのハンガリ

ー政府助成金等に係る債務保証 

(5）ユーシン・ヨーロッパLTD.へのハンガリ

ー政府助成金等に係る債務保証 

(5）ユーシン・ヨーロッパLTD.へのハンガリ

ー政府助成金等に係る債務保証 

  231百万円

  （420,000千フォリント）

     268百万円

  （400,000千フォリント）

     247百万円

  （420,000千フォリント）

(6）有信制造（中山）有限公司の銀行借入に

対する債務保証 

(6）有信制造（中山）有限公司の銀行借入に

対する債務保証 

(6）有信制造（中山）有限公司の銀行借入に

対する債務保証 

  664百万円

  （5,920千米国ドル）

     523百万円

  （ 4,300千米国ドル）

     595百万円

  （5,110千米国ドル）

     
コミットメントライン契約 

 当社は、将来の資金需要に備えるため、

下記のとおり銀行団と貸越コミットメント

ライン契約を締結しております。当中間会

計期間末において使用残高はありません。 

－ 

  

－ 

  

アレンジャー ：株式会社三井住友銀行 

貸付人 ：株式会社三井住友銀行

ほか ４銀行 

借入極度額 ：30億円 

借入形態 ：当座貸越 

契約日 ：平成17年７月29日付 

借入実行残高 ：－億円 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

うえ、流動資産のその他に含めて表示して

おります。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

－ 

  



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自  平成17年12月１日  至  平成18年５月31日） 

  

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,400株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当中間会計期間（自  平成18年12月１日  至  平成19年５月31日） 

  

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加440株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前事業年度（自  平成17年12月１日  至  平成18年11月30日） 

  

   自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,730株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの ※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息配当金 63百万円 受取利息配当金 

為替差益 

125百万円

  320百万円

受取利息配当金    224百万円

為替差益    192百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの ※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 103百万円

為替差損 212百万円

支払利息    104百万円

   

支払利息 

  

   211百万円

   

※３ 特別利益のうち主なもの 

       投資有価証券売却益        434百万円 

※３ 特別利益のうち主なもの 

       投資有価証券売却益       686百万円 

※３ 特別利益のうち主なもの 

 投資有価証券売却益      1,074百万円

関係会社株式売却益       440百万円

※４ 特別損失のうち主なもの 

子会社株式評価損引当 244百万円

製品補償引当金繰入額 700百万円

役員退職金 433百万円

※４ 特別損失のうち主なもの 

関係会社株式評価損  1,098百万円

製品補償引当金繰入額    264百万円

    

※４ 特別損失のうち主なもの 

関係会社株式評価損      819百万円

製品補償引当金繰入額 

役員退職金 

   1,145百万円

   453百万円

減価償却実施額 減価償却実施額 減価償却実施額 

有形固定資産 93百万円

無形固定資産 1百万円

計 94百万円

有形固定資産  250百万円

無形固定資産  4百万円

計 254百万円

有形固定資産    329百万円

無形固定資産   5百万円

計   335百万円

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 48,000 1,400 － 49,400 

合計 48,000 1,400 － 49,400 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 49,730 440 － 50,170 

合計 49,730 440 － 50,170 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 48,000 1,730 － 49,730 

合計 48,000 1,730 － 49,730 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年５月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成19年５月31日） 

前事業年度末（平成18年11月30日） 

（１株当たり情報） 

       中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

  当社グループはリース取引を全く

行っていないため、該当事項はあり

ません。 

  

１．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

  当社グループはリース取引を全く

行っていないため、該当事項はあり

ません。  

  
  １年内 2百万円 

１年超 2百万円 

合計 4百万円 

 

     

区分 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円）  差額（百万円） 

関連会社株式 115 139 23 

合計 115 139 23 

区分 
貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円）  差額（百万円） 

関連会社株式 115 110 △4 

合計 115 110 △4 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

１  (株)アンセイとの業務提携解消

と大和精工(株)の株式取得（子会社

化） 

  当社は、平成18年６月16日開催の

取締役会において、(株)アンセイと

の業務提携解消と大和精工(株)の株

式取得（子会社化）について決議を

しました。 

  

業務提携解消の理由  

  当社は、平成14年12月６日、ラッ

チ関連製品につきグローバルな生産

供給体制の構築と厳しい価格競争に

対応するため、ラッチ専門メーカー

である(株)アンセイとの間で事業に

関する業務提携と同社への資本参加

(20%)、及び当社の100%子会社であ

る大和精工(株)を同社の完全子会社

とすることについて業務提携契約を

締結しました。両社の営業、開発・

生産に亘る協業体制は３年半を経過

しましたが、初期の目的は達成した

ものの両社の文化の差もあり、最近

の急激な環境変化への対応等に関し 

両社の目指す方向に差が出てまいり

ましたので、それぞれの企業風土を

活かした対応とグローバル化に取り

組んでいくためには、発展的に資本 

・業務提携を解消し現状に戻すこと

が有効との結論で、両社の見解が一

致しました。 

  

内容 

①当社が保有する(株)アンセイ株式

90,000株を4.5億円で(株)アンセイ

へ売却。  

②(株)アンセイが保有する大和精工

(株)の株式1,500,000株を当社が４

億円で買受。 

③技術対価として当社が(株)アンセ

イへ12.5億円を支払。 

  

日程 

平成18年６月16日 取締役会決議 

平成18年６月16日 業務提携解消契 

                 役締結 

平成18年７月１日 業務提携解消日  

                 株券引渡し期日 

－ 

  

                － 

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

業績影響額 

  当中間連結会計期間の開始日よ

り、業務提携解消まで（平成17年12

月１日より平成18年６月30日）にお

ける(株)アンセイとの業務提携契約

に基づいた当社の売上高は3,617百

万円です。 

－                －  

  

２ 子会社（ユーシンU.S.A.LTD.） 

  の増資 

  平成18年７月25日開催の取締役会

において、子会社であるユーシンU. 

S.A.LTD.に対する財務基盤強化のた 

め、増資することを決議しました。 

  増資内容は、以下のとおりです。 

①増資金額      11,500千米ドル 

②増資時期      平成18年９月11日 

③増資資金の    設備投資代金支払 

  使途          等 

－                 － 

  

３ 子会社（ユーシン・タイランド 

  CO.,LTD.）の増資 

  平成18年７月25日開催の取締役会

において、子会社であるユーシン・

タイランドCO.,LTD.に対する財務基

盤強化のため、増資することを決議

致しました。 

  増資内容は、以下のとおりです。 

①増資金額      478,000千バーツ 

②増資時期      平成18年９月６日 

③増資資金の    設備投資代金支払 

  使途          等 

－                 － 

  

４ 子会社（有信制造(中山)有限公 

  司）の増資 

  平成18年８月29日開催の取締役会

において、子会社である有信制造

(中山)有限公司に対する財務基盤強

化のため、増資することを決議しま

した。 

  増資内容は、以下のとおりです。 

①増資金額      14,000千米ドル 

②増資時期      平成18年10月10日 

③増資資金の    設備投資代金支払 

  使途          等 

－                 － 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年５月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年12月１日 
至 平成19年５月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年12月１日 
至 平成18年11月30日） 

５ 子会社（ユーシン・ヨーロッパ 

  LTD.）の増資 

  平成18年８月29日開催の取締役会

において、子会社であるユーシン・

ヨーロッパLTD.に対する財務基盤強

化のため、増資することを決議しま

した。 

   増資内容は、以下のとおりです。 

①増資金額      4,000千EUR 

②増資時期      平成18年10月10日 

③増資資金の    設備投資代金支払 

  使途          等 

－                 － 

  



(2）【その他】 

Ⅰ．第106期中間配当については平成19年７月17日開催の取締役会で次のとおり決議されました。 

(1）中間配当の総額            127百万円 

(2）１株当たり中間配当額           ４円 

(3）支払請求権の効力発効日及び支払開始日  平成19年８月14日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第105期）（自 平成17年12月１日 至 平成18年11月30日） 

  平成19年２月28日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年８月23日

株 式 会 社 ユ ー シ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユーシンの

平成17年12月１日から平成18年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ユーシン及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

12月１日から平成18年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 (１)に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から

製品の補償費用について、支出時に費用計上する方法から発生予測に基づいた見積額を製品補償引当金として計上する方法に変更

した。 

２．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 (２)に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間か

ら固定資産の減損に係る会計基準及び同適用指針を適用している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月16日開催の取締役会において、株式会社アンセイとの業務提携

解消及び大和精工株式会社の株式取得（子会社化）を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 津   勉 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 林 隆 治 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年８月31日 

株式会社ユーシン  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 菅原 隆志  印 

 
指定社員 

業務執行社員  
  公認会計士 千葉 達也  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーシンの平成18年12月１日から平成19年11月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年12月１日から平

成19年５月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ユーシン及び連結子会社の平成19年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年12月１日から平成19年５月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上

  

  

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年８月23日

株 式 会 社 ユ ー シ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ユーシンの

平成17年12月１日から平成18年11月30日までの第105期事業年度の中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ユーシンの平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年12月１日から平成18年５月31日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 (１)に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から製品の補

償費用について、支出時に費用計上する方法から発生予測に基づいた見積額を製品補償引当金として計上する方法に変更した。 

２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 (２)に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準及び同適用指針を適用している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年６月16日開催の取締役会において、株式会社アンセイとの業務提携

解消及び大和精工株式会社の株式取得（子会社化）を決議した。 

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月25日開催の取締役会において、子会社であるユーシン

U.S.A.LTD.及びユーシン・タイランドCO.,LTD.の増資を決議した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 奥 津   勉 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 林 隆 治 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年８月31日 

株式会社ユーシン  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 菅原 隆志  印 

 
指定社員 

業務執行社員  
  公認会計士 千葉 達也  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ユーシンの平成18年12月１日から平成19年11月30日までの第106期事業年度の中間会計期間（平成18年12月１日から平

成19年５月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ユーシンの平成19年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年12月１日か

ら平成19年５月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

  以 上

  

  

  

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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